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研究成果の概要（和文）：グローバルなレベルで展開される教育アセスメント政策は、各国の教育政策に対する
影響力を増すだけでなく、教育制度全般にグローバル市場の浸透を招いている。
 たとえば、米国におけるハイステイク・テストは、高校卒業要、学校や教員評価、学校の統廃合や教員解雇に
利用されている.日本では、2007年から開始された全国学力調査に関する先行研究は存在するものの、全ての地
方自治体における学力調査に関する実態調査は存在しない。本研究は、2016年に実施した全国の教育委員会を対
象とする調査から得られたデータに依拠しつつ、地方自治体におけるテスト政策の展開過程と課題を考察した。

研究成果の概要（英文）：　The educational assessment policies currently being developed around the 
world are increasing the sphere of influence on each country while also bringing about a permeation 
of the global market into the entire educational system.   
 For instance, high-stakes test in the USA are being used as requirements for high school 
graduation, to evaluate schools and teachers, to reorganize schools, and to make retention decisions
 about teachers.This study investigates the development of and issues with the academic testing 
policy among local education authorities on the basis of the data obtained from a nationwide survey 
implemented by the Board of Education in 2016.  

研究分野：日米の学力テスト政策の比較研究
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義は、日米両国を中心とした各国のテスト・ガバナンスの実態解明を行う点にある。先行研究
においても、世界的な視野でテスト・ガバナンスの構造的比較分析を行った研究は皆無であり、本研究の学術的
意義は極めて高い。同じく、巨大企業財団やテスト業者の支援・関与のあり様を解明した研究も皆無であり、よ
り各国の実態に即したテスト・ガバナンスの解明が可能となる。
　本研究の成果は、将来的に世界各国のテスト・ガバナンスの実態分析を行う際の座標軸を提供し、日本のみな
らず世界の学力テスト研究の進展・深化に大きな貢献を果たすものとなりうることを確信する。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

PISA などの「グローバル・テスト」が各国のテスト体制や学力観に多大な影響を及ぼした
点について、また米国をはじめとした各国の「ナショナル・テスト」に関する実態解明は一定
の研究成果が蓄積されてきた。しかしながら、各国の「ナショナル・テスト」と「ローカル・
テスト」におけるテスト・ガバナンスの構造的特質の実態解明と比較分析は未着手の状態であ
る。そこで、本研究では世界の主要国における学力テスト政策の国際比較研究を試みることを
計画した。 
各国の学力テストがグローバル経済体制下において国際競争力の向上を目指した政治的意図
の下に導入されたことは明らかであるが、とりわけ本研究では学力テストの実施を支援し、直
接的・間接的に関与する様々な巨大企業財団やテスト業者の実態解明を行うことを課題とした。
この分野における本格的な学術研究も皆無である。 
日本でも 2014 年以降は「全国学力・学習状況調査」の結果で「市区町村別」「学校別」評価
が可能となった。本研究では、これまで未開拓であった日本の戦後のテスト・ガバナンスの歴
史的変容と現代のテスト・ガバナンスの理論的・社会的存立基盤を解明することも意図した。
とりわけ全国の「都道府県・市区町村の学力テスト体制」に関するアンケート調査（悉皆調査）
を各教育委員会に実施し、全国的な実態調査を行うこととした。 

 
２．研究の目的 
現在、日本を含めた世界の先進主要国では、グローバル経済体制下において国際競争力の向
上を目指した学力テスト体制が普及・浸透している。本研究の目的は、日米を中心とした各国
におけるテスト・ガバナンスの構造的特質を比較研究するとともに、学力テストを存立・拡大
させる基盤形成の諸要因を解明し、各国のテスト政策の類似性と差異性を明らかにすることで
ある。テスト・ガバナンスの構造的特質では、各国の「ナショナル・テスト」と「ローカル・
テスト」における実施主体のあり様、テスト結果を用いた教育政策への利用、活用の仕方・方
策等を解明する。 
学力テストの存立基盤形成では、学力テストの実施を可能とする政治的・経済的・社会的諸
要因、とりわけ様々な巨大企業財団やテスト業者の支援・関与の内容を解明する。また、日本
の学力テスト体制の構造を解明するために、全国の「都道府県・市区町村の学力テスト体制」
に関するアンケート調査（悉皆調査）を実施し、その結果分析を試みる。 
 
３．研究の方法 
各国の「ナショナル・テスト」と「ローカル・テスト」におけるテスト・ガバナンスの構造
的特質の実態解明と比較分析は未着手の状態である。本研究では、世界の主要国における学力
テスト政策の国際比較研究を試みる。本研究の第一目的は、各国における学力テストの実施目
的、実施主体、分析・活用の仕方などを実証的に解明し、その構造的特質を比較分析すること
である。 
各国の学力テスト実施の基盤となる政治的・経済的・社会的諸要因、とりわけ巨大企業財団
やテスト業者の支援・関与の内容を検証し、公教育における「市場化・民営化」の浸透度を解
明する。各国の学力テストがグローバル経済体制下において国際競争力の向上を目指した政治
的意図の下に導入されたことは明らかであるが、とりわけ本研究では学力テストの実施を支援
し、直接的・間接的に関与する様々な巨大企業財団やテスト業者の実態解明を行う。この分野
の本格的な学術研究も皆無である。また、日本の全国の「都道府県・市区町村の学力テスト体
制」に関するアンケート調査（悉皆調査）を実施し、日本の「ローカル・テスト」におけるテ
スト・ガバナンスの構造を解明する。 
 
４．研究成果 
 平成 28 年度は、日本教育学会第 76回大会共同研究「わが国の学力調査体制の歴史的構造－
都道府県の場合－」を行い、戦後から現在までの各都道府県におけるローカル・テストの実施
状況に関する報告を行った。海外調査も、当初の計画に基づいてノルウエー、アメリカ、韓国
の海外調査を実施し、各国の学力テスト体制の実態調査と比較研究を行った。 
平成 29年度は、日本比較教育学会第 53 回大会（東京大学）「ラウンド・テーブル」において、
共同研究「各国の学力テストとスタンダードを軸とする教育ガバナンス構造の実態」と題する
研究成果の報告を行い、カナダ、韓国、ニュージーランド、ノルウェーを取りあげ、学力テス
トとスタンダードが教育ガバナンス構造の中でどのように機能しているかを比較検討した。ま
た、日本教育学会第 76 回大会（桜美林大学）「ラウンド・テーブル」においても、共同研究「学
力テスト体制の「現状」と「課題」－全国調査の結果分析から－」と題する研究成果の報告を
行った。この研究は、2016 年に全ての都道府県及び市区町村教育委員会を対象として、ローカ
ルな教育行政過程において実施される学力テスト・調査の実施状況と実施体制、方法および内
容、導入の経緯、利活用の状況、効用と課題の５つの 大項目から構成する全国調査である。
その集計結果と特色などを、同学会で報告した。 
平成 30年度は、これまでの研究活動の内容と成果を集約し、『テスト・ガバナンスにおける
存立基盤形成の構造的比較研究』と題する報告書として刊行した。特別講演論文 3本、共同研
究論文１本、個人研究論文４本も掲載した。Ａ４版・210 頁の報告書である。 
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